
  

資料１ 

事業対象地位置図 

  ＝事業対象地 

  ＝事業対象地 



 

 

  

地積測量図 

対象範囲：上図      で記載の範囲 
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凡例 名称 備考 写真番号 

 ベンチ 最終撤去不要 ① 

 井戸 最終撤去不要 

故障中につき、修理をして使用できるか不明 

 

② 

③ 

 

 

電柱 最終撤去不要 ④ 

 階段 現事業者と協議により継続使用可能 

最終撤去 

⑤ 

  

水栓 

名義変更をして継続使用可能 

（写真中のホース、接続金具は存置しません） 

最終撤去 

⑥下段 

⑦上段 

 農地区画 現事業者と協議により継続使用可能 

最終撤去 

⑧下段 

⑨上段 

農地区画（現：貸農園事業区画） 

農地区画（現：共同農園ｴﾘｱ） 

現地最終残置物資料 

工作物等 
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  ④           ⑤                       

  ⑥   
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排水施設等（すべて最終撤去不要） 



 

密集市街地内の遊休地を活用した社会実験実施事業に関する協定書 

 

 

神戸市（以下「甲」という。）と       （事業者名）（以下「乙」という。）は，

末尾物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）で進める密集市街地内の遊休地を活

用した社会実験実施事業（以下「本事業」という。）に関し、事業実施に係る基本的事項に

合意し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、兵庫区北部地区の関係人口の増加によるコミュニティ醸成や密集市街

地の解消及び、都市農地が継続利用できる条件の検討を目的とする本事業の遂行にあた

り、必要な事項を定めるものとする。 

（協定期間） 

第２条 協定期間は、令和８年１月１日から令和 10 年３月 31 日までとする。甲及び乙は、

協議のうえ、書面によって合意することにより当該期間を延長できるものとするが、その

期間は２年を超えないものとする。 

（役割） 

第 3条 甲は乙が本事業を円滑に遂行できるように協力すること。 

２ 乙は、本協定を定めるところに従い、誠意をもって本事業を実施すること。 

（遵守事項） 

第 4 条 乙は募集要項等（甲が、令和７年 10 月 14 日付けで公表した本事業の事業者募集

要項書類一式及び令和７年 10 月〇日付けで公表した質疑に関する回答書類一式をいう。

以下同じ。）及び提案書（乙が令和７年〇月〇日付けで甲へ提出した提案書をいう。以下

同じ。）の内容に従って本事業を実施すること。 

２ その他関係する法令に従って本事業を実施すること。 

３ 政治、宗教又は営利を目的とした行為を行わないこと。 

（妨害排除） 

第 5 条 本件土地に対する不法投棄及び違法駐車等が行われた場合は、乙の責において排

除するものとする。 

（紛争等の処理） 

第 6条 乙は、本事業の実施に起因して、第三者と紛争その他の諸問題が生じた場合は、乙

の責任と負担においてこれを解決するものとする。 

（費用負担） 

第 7条 本件土地の整備、維持管理及び原状回復に要する経費はすべて乙の負担とする。 

（緊急時の対応） 

第８条 本事業で事故、災害等が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、乙は直ち

に適切な措置を講ずるとともに、甲及び関係機関に連絡し、相互に協力して処理するもの

とする。 

 

本協定書（案）は，協定の概要を説明したものであり，

個別協議により内容を変更する場合があります。 
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（協定の解除） 

第９条 甲は、本協定の有効期間内であっても、次の各号の一に該当するときは協定の全部

又は一部を解除することができる。 

 (1) 乙が第 4条の規定に違反したとき。 

 (2) その他乙が本協定で定めた義務を履行しないとき。 

（協定の失効） 

第 10条 天災地変その他不可抗力により、本件土地の全部若しくは一部が減失し、又は毀

損し、本協定の目的が達せられなくなった場合は、本協定は効力を失うものとする。 

（原状回復） 

第 11条 乙は、本協定の有効期間が満了し又は第 9条の規定により本協定が解除されたと

きは、甲の指定する期日までに乙の費用をもって本件土地を原状に回復しなければなら

ない。ただし、甲が原状に回復することを要しないと認めたときはこの限りではない。 

（疑義の解釈等） 

第 12条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙両者が協議

し、決定するものとする。 

 

 

 



本協定の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各自そ

の１通を保有する。 

 

年  月  日 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神戸市 

神戸市長 久元 喜造    印 

 

 

住 所  

乙 

  氏 名            印 

         

  



 

（物件目録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 在 地 番 地 目 対象面積 

神戸市兵庫区湊川町９丁目 
34 番２ 

34 番３ 
宅地 1538.46 ㎡ 


